予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費　　　
	事業名: 岐阜県地鶏肉認証推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　農政部　畜産課　養豚養鶏担当　電話番号：058-272-1111（内2876）

　　　　　　　　　E-mail：c11437@pref.gifu.lg.jp

	事業費


　要求額： 205千円（前年度予算額：205千円）
	事業内容


	１　事業の概要


　「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律」（通称：ＪＡＳ法）に基づく登録認定機関としての業務を行う。

　岐阜県では、「地鶏肉」「有機農産物及び有機加工食品」の生産行程管理者の認定を行っており、畜産課では、「地鶏肉」の業務を行っている。

　なお、「有機農産物及び有機加工食品」については、農業技術課が業務を行っている。

年間の業務としては、主に次の２つ

1） 認定事業者の年次調査（岐阜アグリフーズ㈱、㈲とり沢、鳥信商店）
2） 新規事業者の認定業務

	２　所要経費


1） 公平性委員会運営経費（１回開催分）　36千円
2） 審査員旅費（新規認定・年次調査）　　　67千円
3） 審査員等に対する資質向上経費　　  51千円
4） その他事務経費　　　　　　　　　　51千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	205
	0
	    0
	205
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	205
	0
	0
	205
	0
	0
	0
	0
	0

	２月1日時点
査定額
	205
	0
	0
	205
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事務事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　地鶏肉ＪＡＳ認定制度の活用により、「安全・安心・健康」な地鶏肉の供給体制の確立・維持を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	認定事業者数
	（H  ）
	3
（H21）
	3
（H22）
	3
（H23）
	（H  ）
	· ％


	
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　ＪＡＳ認定制度による認定業務のため、目標を設定することは困難。



（平成24年度の取組）

	平成13年から「地鶏肉」の認定業務を開始し、これまで５事業者の認定を行った。

　現在（平成22年10月時点）、３事業者が認定されており、これらの地鶏肉は、全て「奥美濃古地鶏」である。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
中部地方で「地鶏肉」の認定を行う登録認定機関は、岐阜県のみである。

このため、県内の地鶏肉生産者（奥美濃古地鶏）にとって利便性が高く、県産銘柄畜産物の振興に寄与している。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○

	中部地方の登録認定機関で地鶏肉の認定を行う機関は岐阜県のみであるため、県内の認定事業者にとって、利便性がよく、認定にかかる費用負担が軽減されるため必要性が高い。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：期待した効果がある、△：一定の効果がある、×：期待した成果がほとんどない

	（評価）

○

	　現在、ＪＡＳ認定している「奥美濃古地鶏」については、他の地鶏肉より差別化し、販売先を確保することで、地鶏肉の供給体制の確立・維持につながっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある、×：効率化が図られていない

	(評価)

○

	ＪＡＳ法及びＩＳＯ／ＩＥＣガイド１７０６５に基づき業務を実施している。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　岐阜県は、平成26年４月10日が登録認定機関の登録期限となるため、その後も認定業務を継続する場合は、登録の更新手続きを行う必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　ＪＡＳ規格の登録認定機関として要求される国際基準が平成24年9月15日に改正され、県の行う他の業務への影響が懸念される要求事項も含まれているため、認定業務を継続するかについては、「奥美濃古地鶏」の普及宣伝への影響や農政部及び他部局の業務への影響を検証するとともに、現在登録している認定事業者の意向を確認した上で決定する。


